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Ⅰ. NHK ONEの開始について
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10月1日から「ＮＨＫ ＯＮＥ」サービス開始

「NHKの番組や情報をひとつにまとめ、現代を生きる、おひとりおひとりにお届けし、毎日の暮らしに欠かせない存在に
なりたい」－こうした思いをサービス名に込めました。信頼できる情報や豊かなコンテンツをこれまで以上に充実させて
お届けしていきます。

WEBサイトで

ネット対応テレビ向けアプリで

スマホ・タブレット向けアプリで

NHK総合テレビ、Eテレ、ラジオ番組の同時配信や、1週間の見逃し・聴き逃し
配信、ニュースの記事や動画などの各種サービスを統合！インターネットを通
じて、いつでもどこでもご利用になれます。

テレビ放送の見逃し配信に加え、いままでご利用いただけなかった同時配信
がお楽しみいただけます。また、スマホアプリと連動し、スマホで見ていたド
ラマの続きをテレビアプリで視聴する、などの楽しみ方も可能となります。

「NHKプラス」「NHK ONE ニュース・防災」「NHK ONE for School」「らじ
る★らじる」「NHKゴガク」の5つのアプリを提供していきます。一部アプリは、
新サービス開始に合わせてリニューアル・パワーアップします。
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番組関連情報の提供（報道・防災）
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番組関連情報の提供（教育）
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番組関連情報の提供（医療・健康）
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番組関連情報の提供（福祉）
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「ご利用にあたって」（誤受信防止措置）と登録のながれ

「NHK ONE」のサービス（ラジオ関連サービスを
除く）にアクセスすると下記の「ご利用にあたって」
画面が表示されます

「NHK ONE」アカウントの登録 受信契約情報の登録・連携「ご利用にあたって」画面の確認

「NHK ONE」アカウントの登録勧奨メッセージを1
日1回の頻度で表出し、アカウントの登録をお願い
します。アカウントを登録すると便利な機能をお使
いいただけます。

11月中旬以降、「NHK ONE」アカウントと受信契
約情報の登録・連携をお願いすることになります。
下記のメッセージはユーザーデータを見ながら頻
度を調整して表出します。



9

受信契約情報との連携済み件数について

旧NHKプラスID
利用者

旧NHKプラスID
非利用者

⚫ サービス開始直後は、まずは旧NHKプラスのID利用者の移行を優先的に進めてきた。10月13日の段階で受信契約と連携済みのNHKONE
アカウントは163万件。

⚫ 一方、旧NHKプラスユーザーでない方も、NHKONEアカウントを作成してご利用いただいている。こういった方には、11月18日から、受信
契約情報（受信料アカウント）の登録と連携がシステム上可能になり、画面に勧奨メッセージを表示して手続を呼びかけていく。

受信契約情報と照合済み

受信機未設置の
配信受信開始者

受信契約
既締結者

NHKONE
アカウント移行

NHKONE
アカウント登録

受信契約情報と
連携済み

受信料アカウント
登録

NHKONE
アカウント登録

受信契約情報の
登録

受信契約情報の
連携

受信契約情報の
登録

受信料アカウント
登録

受信契約情報の
連携

受信契約情報と
連携済み

受信契約情報と
連携済み

11月18日以降 登録・連携可能

受信契約の締結

10月1３日 163万件

アカウント登録と受信契約締結の
順序は前後することもある



Ⅱ. 「NHK番組関連情報配信業務規程」の

変更について
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追加する教養分野のサービスイメージ（番組関連情報）
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業務規程の変更について
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教養分野の追加にあたっての検証と既存分野の調査について

【「公正な競争の確保」を維持するための取組に関する意見】
（今後の競争評価・検証の進め方について）

○ 今後、番組関連情報配信業務やその影響を評価するために必要なデータの収集・補完を適切に実施してい
ただきたい。特に、同業務の開始前後の変化を捉えることが重要であり、時系列データを積み重ね、定点観
測を可能にするための調査設計・データ収集を行っていただきたい。 

○ 今回の検証の場での議論も踏まえ、日本放送協会は番組関連情報配信業務等の内容を具体化し、業務を開
始することになるが、今回の検証において指摘されたポイントを踏まえて、日本放送協会自身が業務につい
て競争評価を行い、検証することを要望する。その際には、ローカルメディアへの影響も含めて丁寧に調査・
検証を行うことを求める。 

○ 現時点では、開始するサービスの内容や、誤受信防止措置などの取組等が明確になっておらず、これからサ
ービス開始に向けて、業務規程の内容の具体化が進むものと考えられる。そのため、サービス開始までの期
間を含めて今後も、適切なタイミングで検証を行っていくことが重要。 総務省においても、行政側の立場か
ら、適切に取り組んでいただきたい。

参考 「日本放送協会の業務規程に係る意見」（令和6年12月18日）より

◼ 昨年の検証会議でいただいた意見も踏まえ、今年10月の番組関連情報配信業務の開始前に、規定済みの各分野に
ついての調査を再度実施した。

◼ 業務規程の変更に向けた教養分野についての調査も一体的に実施し、関係者の意見聴取も併せて行った。



Ⅲ.業務規程と添付資料について
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Ⅳ.番組関連情報の予算について
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サービス単位での予算計上の手順イメージ

◼ 競争評価で各種サービスのコスト・価値創出の評価をするため、合理的にコストを振り分ける。
◼ 予算全体の金額確定に先行するという限界があるので、直課コスト・配賦コストの二段階でサービス単位
のコストを集計。

サービス単位の切り分け サービス独自の直課コスト 放送等と共通の配賦コスト

他の番組関連情報サービスや放送
等と共通で要する費用を配賦

• 合理的かつ適切な按分ポリシ
ーを定める必要

…

…

配賦コスト 配賦コスト

競争評価実施の単位となるよう
サービス単位を選定

• 競争評価の対象となる「番組
関連情報」が対象

• 現状の予算開示には存在しな
い新たな粒度を設定

報道
防災

教育 …

サービスの実施で生じる新たな費
用は確実に当該サービスの費用

• 基本的には管理会計の考え方
• 把握・集計が難しい・客観情報
活用が必要な場合などは税務
手法 (移転価格税制等) も
参考

…

直課コスト
直課コスト …

報道
防災

教育
報道
防災

教育

直課コスト
直課コスト
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費用規模等について
取扱
注意

◼ 2026年度以降の番組関連情報配信業務の各サービス分野のコストについて、想定される費用の概算
スキームは次のとおり。 （②については、夏季オリンピック・パラリンピック実施年度の規模）

ネット経費※1

①報道・防災 約30億

②大型スポーツ大会 約５億

③教育 約5億

④教養 約1億

⑤医療・健康 約1億

⑥福祉 約1億

⑦ラジオ放送 1億未満

国際放送 約2０億

億円

番組経費※2

約1,１５０億

約1５０億

約150億

約40億円

約２０億

約30億

約130億

約2２0億

サービスコスト

約１００億

約１５億

約15億

約4億

約２億

約3億

約７億

約３３億

※1：国内・国際放送番組等配信費（サイト・アプリの制作運用費、配信設備費など）+人件費・減価償却費+共通管理費

※2：国内・国際放送費（取材費を含む放送番組の制作費）+人件費・減価償却費

配賦比率

５．９％
※３

※３：「放送番組の伝送経費＋ネットの配信経費」総額に対する番組関連情報の配信経費の比率
65

構成員限り
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